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請

負

契

約

意
見
書

陳
　
情

○
郵
政
公
社
民
営
化
に

反
対
す
る
陳
情

（
賛
成
13
反
対
２
で
採
択
）

政
府
は
構
造
改
革
の
一
環

と
し
て
、
経
済
財
政
諮
問
会

議
に
郵
政
民
営
化
を
検
討
す

る
よ
う
指
示
し
、
こ
の
秋
を

目
途
に
最
終
報
告
を
取
り
ま

と
め
る
方
向
で
進
め
て
い
ま

す
。し

か
し
、
こ
の
ま
ま
郵
政

事
業
が
民
営
化
さ
れ
れ
ば
、

競
争
原
理
を
基
本
と
す
る
民

営
化
に
お
い
て
は
、
収
益
、

す
な
わ
ち
採
算
性
が
重
視
さ

れ
る
こ
と
は
当
然
で
あ
り
、

各
種
料
金
の
値
上
げ
や
郵
便

局
の
統
廃
合
が
実
施
さ
れ
る

こ
と
は
必
定
で
あ
り
、
現
在

の
全
国
あ
ま
ね
く
公
平
な
ユ

ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
維

持
は
困
難
に
な
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
、
町
民
の
生
活
に
あ

た
え
る
影
響
は
計
り
知
れ
ま

せ
ん
。

よ
っ
て
、
私
達
は
政
府
の

郵
政
事
業
民
営
化
の
検
討
に

あ
た
っ
て
は
、
公
的
・
社
会

的
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、

郵
便
局
の
窓
口
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
有
効
活
用
や
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
等
に

よ
り
、
国
民
の
利
便
性
を
確

保
す
べ
く
、
郵
政
事
業
の
現

状
の
経
営
形
態
を
維
持
さ
れ

る
よ
う
強
く
要
請
し
ま
す
。

陳
情
者

老
人
ク
ラ
ブ
連
合
会

会
長

田
方
　
岳
真

区
長
会

会
長

吉
田
　
廣
文

議
員
発
議
に
よ
る
意
見
書

２
件
を
全
会
一
致
で
可
決

し
、
関
係
機
関
宛
送
付
し
ま

し
た
。

○
民
間
地
へ
の
米
軍
ヘ

リ
コ
プ
タ
ー
の
墜
落
事

故
に
関
す
る
意
見
書

去
る
８
月
13
日
午
後
、
米

海
兵
隊
所
属
の
Ｃ
Ｈ
―
53
Ｄ

大
型
輸
送
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー

が
、
沖
縄
県
宜
野
湾
市
の
沖

縄
国
際
大
学
構
内
に
墜
落
す

る
と
い
う
極
め
て
重
大
な
事

故
が
発
生
し
た
。

こ
の
事
故
は
、
普
天
間
基

地
と
米
軍
機
の
危
険
性
を
改

め
て
浮
き
彫
り
に
し
た
も
の

で
あ
り
、
決
し
て
看
過
で
き

る
も
の
で
は
な
い
。
さ
ら
に
、

日
米
地
位
協
定
を
盾
に
、
事

故
現
場
及
び
周
辺
を
米
兵
が

封
鎖
し
、
異
常
な
状
況
も
起

き
て
い
る
。

よ
っ
て
、
関
係
市
民
や
沖

縄
県
民
は
も
と
よ
り
、
国
民

の
生
命
と
財
産
を
守
る
立
場

か
ら
、
今
回
の
重
大
な
事
故

に
対
し
厳
重
に
抗
議
す
る
と

と
も
に
、
次
の
事
項
の
徹
底

と
実
現
を
強
く
求
め
る
。

１
　
民
間
住
宅
地
上
空
で
の

米
軍
機
の
飛
行
及
び
訓
練
を

即
時
中
止
す
る
こ
と
。

２
　
市
街
地
の
真
ん
中
に
あ

り
危
険
性
の
高
い
普
天
間
基

地
を
使
用
停
止
・
閉
鎖
す
る

こ
と
。

３
　
事
故
原
因
の
徹
底
究
明

と
被
害
者
へ
の
完
全
補
償
を

図
る
こ
と
。

４
　
米
軍
基
地
か
ら
発
生
す

る
事
件
・
事
故
の
根
絶
に
向

け
て
、
日
米
地
位
協
定
の
抜

本
的
改
定
を
図
る
こ
と
。

○
教
育
基
本
法
の
理
念

を
生
か
す
こ
と
を
求
め

る
意
見
書

教
育
基
本
法
改
正
促
進
委

員
会
が
、「
新
教
育
基
本
法
」

大
綱
を
６
月
11
日
に
発
表

し
、
６
月
16
日
に
は
与
党
の

教
育
基
本
法
改
正
協
議
会
が

中
間
報
告
を
発
表
し
た
。
こ

の
中
間
報
告
に
は
、
国
が
教

育
内
容
を
定
め
評
価
の
責
務

を
負
う
こ
と
が
明
記
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
、
教
育
内

容
に
国
が
介
入
し
て
は
な
ら

な
い
と
定
め
た
教
育
基
本
法

を
土
台
か
ら
覆
す
も
の
で

す
。さ

ら
に
、
教
育
基
本
法
見

直
し
と
一
体
の
も
の
と
し

て
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
の
見
直
し
も
行
わ
れ
よ

う
と
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
義
務
教
育
の
保
障

を
国
の
責
務
と
し
て
規
定
し

た
憲
法
と
教
育
基
本
法
の
理

念
を
否
定
し
よ
う
と
す
る
も

の
で
す
。

教
育
基
本
法
は
、
民
主
的

で
文
化
的
な
国
家
を
建
設

し
、
世
界
の
平
和
と
人
類
の

福
祉
に
貢
献
す
る
と
い
う
日

本
国
憲
法
の
理
念
に
基
づ

き
、
教
育
の
重
要
性
を
訴
え

て
い
ま
す
。

よ
っ
て
、
教
育
基
本
法
を

変
え
る
の
で
は
な
く
、
教
育

基
本
法
の
理
念
を
生
か
す
こ

と
を
強
く
求
め
ま
す
。

○
特
定
地
域
開
発
就
労
事
業

八
尋
・
長
谷
・
室
木
線
道
路
改
良
工
事（全

員
賛
成
で
可
決
）

相

手

方

㈱
松
原
土
木
　
代
表
取
締
役
　
松
原
龍
成

契
約
金
額

５
４
７
４
万
８
８
５
６
円

○
特
定
地
域
開
発
就
労
事
業

長
崎
〜
藤
郷
線
道
路
改
良
工
事

（
全
員
賛
成
で
可
決
）

相

手

方

㈱
安
田
組
　
代
表
取
締
役
　
安
田
芳
幸

契
約
金
額

５
３
７
６
万
円

・・・・
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